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Complexity of distribution system change in glasses industry 







   Ⅰ．はじめに 
Ⅱ．分析枠組 
Ⅲ．新業態の成長と商品特性（以上前稿） 





Ⅳ．新業態の 3 つの革新性 
1.価格設定の明瞭化 




































































（注）ALOOK は 2018.8 月に眼鏡市場と店舗統合している 
（出所：各企業 HP・住友信託銀行 産業調査レポート No.15・『神戸新聞地方版』2005 年 3 月 4 日号） 
 
たとえばメガネトップの新業態店である眼鏡市場が 2006 年に 18900 円均一で衝撃的な話題を呼んだことに対してそ
れをワンプライスショップと呼称したのであり、同じく JINS は 2001 年に 5000 円と 8000 円の 2 種類の価格設定でデビ
ューしたことが、ツープライスショップと呼ばれることになったのである。一方、表 1 の一式価格の推移に注目して興
メガネトップ  眼鏡市場 2006年 18900円
2017年 15000円 18000円 24000円
2019年 9000円 12000円 15000円 18000円 21000円 24000円 27000円
                         ALOOK 2005年 5000円 8000円 12000円
2017年 5000円 8000円 10000円 12000円
Zoff 2001年 5000円 7000円 9000円
2019年 5000円 7000円 9000円 12000円
JINS 2001年 5000円 8000円
2009年 4900円 5900円 7900円 9900円









































スメーカーであった HOYA は 1962 年に眼鏡レンズの生産を開始し、1967 年には累進焦点レンズの開発に成功した。時計
メーカーであった SEIKO は、1964 年にレンズ生産を開始し 1975 年には国産初のプラスチックレンズを開発した。また
カメラ・顕微鏡などの光学機器メーカーであったニコンも、眼鏡レンズ生産事業に参入した。こうした他産業からの参
入企業を中心に、日本のレンズ産業は装置化していく。そして 21 世紀に入って以降、レンズ産業では限られた企業によ



































 これに対して外国メーカーが生産するレンズの場合 －例えば、中国現地レンズメーカー場合－ 規格として ISO 規格
を採用しており、それはほぼ日本の JIS 規格と同程度である。日本向けに輸出されるレンズは、この JIS 規格に合格し
た A 級商品であり品質上問題はない。その一方で、品質のバラツキによって生じた A 級以下のレンズについては、日本
に輸出することができないため、それ以外の国向けの輸出に回される。国によって求められるレンズの品質水準に差異






















































































タイ フィリピン 中国 ベトナム 韓国
7 
 
が明らかである。その輸入額は、2007 年をピークとして減少しており、大洪水の影響で 2012 年には一時的に激減してい
る。その後持ち直しているとは言うものの、タイからの輸入額は頭打ちの間がある。それに代わって、1994 年に上位 5
ヵ国入りしたフィリピンからの輸入額は増加し続けており、2000 年に上位 5 ヵ国入りした中国からの輸入額もフィリピ
ンに劣らず拡大している。さらに 2009 年以降はベトナムからの輸入も増加傾向を見せている。これに対して、韓国から
の輸入は 2000 年代に入って伸びていたが、2010 年代以降その地位を大きく低下させている。 





らに中国がシェアを拡大し、ここ 10 年はベトナムが伸びている、ことがわかる。 
（図３）は、各年度の輸入額シェアの上位 5 ヵ国の推移を示している。タイが安定的に第１位を占めており、新業態
の成長が顕著となった 2000 年以降の 10 年間は韓国が第２位の座を占めていた。しかし、2010 年以降は中国が台頭し、
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になった。その契機は次の 2 つの出来事によるものである。 
 第 1 は、日本の眼鏡レンズメーカーのフレーム事業への参入である。それまで眼鏡レンズ製造メーカーであった HOYA










鯖江産地のフレームメーカーは、こぞって大手眼鏡レンズメーカーへの OEM 生産基地化の道をたどったのである。 






















































 これらの図から、①プラスチック製フレームについては 1990 年末以降、一貫して輸入が輸出を上回り、ともに増加傾
向にあるとはいえ両者の格差は拡大傾向にあること、②メタル製等フレームについては輸出の減少・輸入の横ばい状態
が顕著であり、2010 年以降は両者の額はほぼ均衡している、ことがわかる。このように、眼鏡フレームメーカーにとっ










 （図７）から、①2000 年代に入りプラスチック製眼鏡フレームの輸入額は約 20 億円から 140 億円まで 7 倍に増加して
いる、②それと歩調を合わせるように中国からのプラスチック製眼鏡フレームの輸入額が急増している、③日本の輸入
額に占める中国からの輸入額比率も同期間に約 20％から 60％に増加している、ことがわかる。同じく（図 8）からは、 


























































































































 第 2 の事態は、イタリアの眼鏡フレームメーカーによる、有名ファッションブランドの買い占め現象である。1970 年







































以上述べたこれら 2 点に留意しながら眼鏡フレーム卸売業（≒精密機械器具卸売業）の構造変化を検討してみよう。 
図 10・図 11 は、眼鏡フレームの流通経路上に位置する卸売業のうち小売直取引卸・元卸・中間卸・最終卸の商店数お
よび販売額の推移を示したものである24。このうち前 2 者は 1 次卸であり、後 2 者は 2 次卸である。典型的な眼鏡フレー
ムの流通経路である生産者―産地卸―中間卸―最終卸のそれぞれを意味していると考えられる。 
（図 10）精密機械器具卸売業の流通経路別商店数の推移 





2.中間卸は、他の卸とは異なって 1990 年代中盤以降商店数・販売額ともに増加しているが、2007 年以降は他と同様に大
幅減少傾向を見せ始めている。 
3.1991 年のピーク時と直近 2014 年との商店数及び販売額の変化率を算出すると、各卸売業者平均で商店数はピーク時
17 
 






























っては 1～2 週間の待ち時間が必要となる可能性もある。 








速 25 分即日お渡し」としており、Zoff は「会計後約 40 分前後」、JINS は「会計後平均 40 分前後」、OWNDAYS は「会計























































































































































5 日本企業間でも、合弁による生産規模の拡大の動きとして SEIKO は 2012 年眼鏡事業部門を HOYA に売却した。日本市場では現在
HOYA・ニコン－エシロール・東海光学・伊藤光学・昭和工学・日本レンズ工業などが、レンズ産業の主たる生産メーカーである。 
6 HOYA はタイ（4 工場）・中国（2 工場）・マレーシア・ベトナム・インドネシアで眼鏡レンズを生産している（『HOYA 有価証券報
告書 2019 年度』および HOYA グループオプティクス事業部事業案内 http://www.hoya-opticalworld.com/japanese/company/office.html）。





10 世界規格である ISO 規格に合致すれば品質上の問題はないにもかからわす、国内メーカーがさらに厳格な規格を追求しようとする
ことは、過剰品質であると考えることもできる。しかし一方で、それが国産レンズの高品質および高信頼性に繋がっている点を見逃
すことはできないだろう。 
11 加藤 明（2012）、p.1 
12 中村 哲、（2004）、p.311 
13 この動きの代表的企業の村井眼鏡工業は、国内で最初の有名ブランド（イブ・サンローラン）とのライセンス生産に乗り出した言
われている（『日本経済新聞』1998 年 9 月 18 日号）。その後も、ジャンポール・ゴルチェ、ジャン・フランコ・フェレ、パコ・ラバン
ヌ、ソニア・リキエル、ルイフェロー、など数多くの有名 DC ブランドとライセンス契約を締結する戦略によって高成長を実現し
た。またツーリング眼鏡も同様の戦略を採用し、コシノヒロコ、ペリエリス、ヴァイエラ、シャコック、ロメオ・ジリなどのライセ
ンスを取得した（『日本経済新聞』1988 年 7 月 22 日号）。しかしながら、イタリア企業が有名ブランドのライセンスを囲い込み始めた
ことが原因となって、両社は主力ライセンスブランド生産の契約を打ち切らることになった。その結果、前者は 2006 年 8 月に民事再

























25 どの卸売業者についても商店数・販売額ともに 1991 年がピークとなっている。このことから、90 年代以降眼鏡卸売構造の大変化
が発生していることになる。しかし一方で、海外からの眼鏡フレーム輸入が激増するのは 2000 年代以降であり、新業態の高成長も
2000 年代以降である。つまり、卸売構造変化とそれを深く関連するであろう輸入増加と新業態の成長との間に 10 年程度のギャップが
存在する。この原因については、1991 年調査が統計上の異常値である可能性を含めて、今後さらに研究を進める必要がある。 
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